
証券コード：4611 東証プライム

2026中期経営計画(2024~2026)

2024年5月16日



目次

2023中期経営計画の振り返り p. 2

2026中期経営計画の概要 p. 6

1



2

2023中期経営計画の振り返り



3

2023中期経営計画の振り返り（全体）

727

631
669

728 実績

719

1,000

2019 2020 2021 2022 2023 2029

 創立100周年を迎えるFY2029に売上高1,000億円、営業利益100億円を長期目標に設定のうえ、
FY2023に売上高750億円、営業利益66億円を計画も、利益面で大きく未達。

 持続的成長に向けた基盤整備と成長軌道の確立を目指し、5つの重点施策を中心に取り組んだ。

提供価値の強化 価格競争力の強化

販売体制の強化 労働生産性の向上 海外事業の強化

100

実績
49

66

計画
750

売上高

 粉体塗料製造子会社の合弁
解消影響約35億円を加味し
た実質ベースでは計画達成。

営業利益

 コロナ禍の経済活動停滞と
その後の急激な原材料コスト
高騰に対し、原価低減と価格
改善を講じるも、計画未達。

100周年2023中期経営計画2019中計

売上高

営業利益

55

28 31 39

計画

（億円）
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2023中期経営計画期間における環境変化と当社の対応

 23中計においてはナフサを中心にFY21より原材料価格が想定を大きく超える範囲で高騰。これに
対して原価低減に努めると同時に価格是正に注力し、原価上昇の大部分をカバー。

 価格是正は市場平均を上回る水準で実現。FY23は数量にブレーキがかかり売上は市場平均を下回っ
た。

72%

135%

183%

165%

91%(37,000円/kl)

100%
104%

115%

124%

98%
103%

117%

126%

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

ナフサ(円/kl)変化率

23中計ナフサ想定

平均販売価格(円/kg)の
変化率

平均原価(円/kg)の
変化率

100%

ナフサ価格と当社平均販売価格及び平均原価の変化率推移

100%

92%

97%

105%

109%

100%

103%

116%

122%

89%

96%

105% 105%100%

104%

115%

124%

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23

国内塗料市場全体
販売金額の変化率

国内塗料市場全体
単価の変化率

当社売上高(単体)の
変化率

当社平均販売価格
(円/kg)の変化率

国内塗料市場と当社の販売価格変化率の推移

※国内塗料市場データは
経産省統計より当社作成
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2023中期経営計画の振り返り（施策）

重点施策 成果 課題

提供価値の強化
• 防食、コーティングの両技術センター
活用による顧客リレーションの強化、
ソリューション営業の深化

• 新たな成長領域の育成、探索

価格競争力の強化

• 原材料コスト低減施策によって原材料
価格高騰影響の緩和に貢献

• 拠点集約による固定費削減の進展

• 原材料コストの抜本的改善には至らず

• 生産工場・設備の老朽化問題が残存

販売体制の強化
• 市場開発部の新設により、市場・製品
横断の営業活動が活性化

• 部門ごとの個別最適にとどまり、技術
開発を含めた総合力を発揮しきれず

労働生産性の向上
• 「働き方改革」や「ウィズコロナ」を
キーワードとして柔軟な勤務体系が定
着化

• 人的資本経営への本格的な取組みは
検討段階に留まる

海外事業の強化
• 製造現法を浙江に移転し、
外部への上海現法譲渡を完了

• 中国事業の合理化が大幅に遅延

• 攻めへのリソース配分が不十分

 技術センター（2020年度開所）をソリューション拠点とした提供価値強化の取組みに一定の
成果を得るも、事業セグメント毎、部門毎の戦略とリソース配分が曖昧であった。
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2026中期経営計画の概要
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経営理念と当社のビジョン

7

【DNTグループの経営理念】

「当社は、新しい価値の創造を通じて地球環境や資源を護り、
広く社会の繁栄と豊かな暮らしの実現に貢献できる企業を目指します」

維持

【DNTグループのマテリアリティ】再定義

ビジョン2029

【財務目標】

• 連結売上高1,000億円

• 連結営業利益100億円

• DOE 5%以上

• NOPAT-ROE 8%程度

2024年度
2029年度

（100周年）

維持
明確化

追加

 経営理念を改めて見つめ直し、マテリアリティを再定義のうえ、創立100周年となる2029年度に
向けたビジョンを明確化。資本コストや株価を意識したKPIを設定。

2026中計

100周年に向けた
事業戦略・基盤の深化

2029中計

売上高1,000億円への
飛躍
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マテリアリティの再定義と2026中期経営計画の基本方針

 事業活動を通じた社会への貢献、その事業活動の持続性確保という視点から6つのマテリアリティ
を設定。2026中計では、ビジョン2029に向けた事業戦略と基盤の進化を図るべく3つの基本方針を
掲げる。

製品開発による
ソリューションの提案

社会との調和環境への配慮
働く人の幸せ

豊かな職場づくり
公正で誠実な
企業活動

従
来

安全・快適な社会と
社会インフラへの貢献

多様な人材の確保と能力を
発揮できる環境づくり

資源の循環・サーキュラー
エコノミーへの貢献

未来を見据えた製品及び
技術開発による社会への貢献

コーポレート・ガバナンスの
強化、社会的責任の遂行

気候変動対策・
脱炭素社会への貢献再

定
義

①成長市場と先駆的領域への
注力

③人材及び事業活動の
全社最適化

②外部リソースの獲得・活用
による事業基盤の拡大

ビジョン2029+2023中計の振り返り

事業活動を通じた
社会への貢献

持続可能な事業活動
を支える

視
点

2026中計基本方針
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ビジョン2029における2026中期経営計画の位置付け

FY2023

売上
719億円

営業利益
49億円

2026中計の施策

2029中計

【方針１】
成長市場と

先駆的領域への注力

【方針２】
外部リソース獲得・

活用による事業基盤拡大

【方針３】
人材及び事業活動の

全社最適化

FY2029

営業利益
80億円

売上
800億円

営業利益
100億円

売上
1,000億円

FY2026

各事業の
有機的な成長

新たな成長
ドライバの獲得

塗料事業の
海外売上比率20%

 既存事業は市場環境を見据えた有機的成長を、新たな市場へは成長ドライバを育成・探索する。

 売上高1,000億円に向けて、国内外双方でM&A等の外部リソースの獲得を力強く推し進める。

①事業の位置付整理

②戦略投資の実行

③製品開発強化

⑨海外事業基盤の
拡大

⑧塗料事業基盤の
拡大

⑩塗料事業の
抜本的効率化

⑦設備刷新
/DXによる
生産性向上

④⑤人と組織の全社最適化
⑥組織間協働の強化
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事業戦略 ポートフォリオの整理

DNTグループ

 5年後の100周年に向けて成長を加速すべく、グループ内各事業を４つのカテゴリーに分類。

 基幹事業である構造物用塗料やLED照明は付加価値を高めることで有機的成長を推進し、創出し
たキャッシュは成長ドライバとして位置付けた事業へ投資し、貪欲な成長を志向する。

現状規模を維持 成長ドライバとして積極投資

• 建材用塗料

• 照明施工

• 蛍光色材

• 塗装工事

• 建築用塗料、海外市場

• インク、分散技術等

• UVランプ

計画的縮小 キャッシュ創出の維持向上

• 自動車ボディー用塗料

• 蛍光灯

• 構造物用塗料、他工業用塗料

• LED照明

• 物流

創出したキャッシュを投入

外部

リソース獲得、提携

リソース獲得、提携

人材育成 戦略投資 DX

収
益
を
下
支
え



事業戦略 国内塗料事業
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成長領域 リソース投入による事業育成

• 建築用塗料

• インク、
分散技術等

・塗料業界最大市場の建築用塗料
の抜本的強化

・利益率の高いインク事業の新規
獲得＆印刷周辺分野への展開

・ナノコート材のライフサイエン
ス分野への展開強化

キャッシュ創出
の維持向上

収益力強化

• 構造物用塗料
他工業用塗料

・省工程/省人化塗装システム、
水系/粉体塗料の開発強化

・原材料コストダウン

現
状
認
識

過去10年の国内塗料事業は、売上高は横ばい圏、
利益面は原材料価格相場に左右される状況に終始。

本セグメントの持続的成長には外部リソースの
獲得を含めた抜本的なてこ入れが必要と結論付け。

方
向
性

既存事業でキャッシュを確保しつつ、
市場性、収益性、サステナビリティを
勘案して位置付けた成長領域へあらゆる
リソースを投入。

国内塗料事業の停滞

FY13の売上高は534億円と10年間で売上成長が果たせず。

原材料価格に対する価格是正は後追いとなり抜本的な
利益率改善に課題。

519 472 496 533 506 527 552

6775%

3%
4% 4%

4%
3%

7%

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 FY26 FY29

国内塗料事業

売上高

営業利益率

原材料高

価格是正

成長ドライバ育成
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事業戦略 海外塗料事業

現
状
認
識

海外市場は成長領域かつ当社海外事業の利益
率も高いが、23中計期間はマイナス成長。

赤字が続く中国事業はグループ最大の課題。

方
向
性

国内塗料の付随的な位置付けから、自立的
なセグメントとして資源投下し、中国事業
の見極めを行い、2029年度までに塗料事業
の売上比率20%を目指す。

従来：DNT本社の営業~技術~生産支援を前提とした事業運営

国内のリソース不足、タイムラグ等により内外連携が
限定的に留まり、機動的能動的な成長戦略の実行に限界。

【東南アジア】

・自動車部品用途を中心に現地
メーカー取引拡充

・M&A(製造先,新市場等)に
より事業基盤を拡大

【北中米エリア】

・自動車部品用途を中心に
現地メーカー取引拡充

・自動車部品以外の用途への
展開強化

【中国エリア】

・事業継続の見極めをFY24中
に行う

73
55

69
81 85 87

105

170

12%

4% 3% 3%
5% 6%

9%

12%
10%

12% 13%
14% 14%

16%

20%

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 FY26 FY29

海外塗料事業

売上高

営業利益率

塗料事業海外比率

経営自立化



事業戦略 照明機器事業
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現
状
認
識

照明業界の中でもニッチな棚下・間接照明を
主戦場とすることで高い利益率を確保。今後
の更なる成長に向けては人的資本、物的資本
の拡充が必要。

方
向
性

半導体市場向けUVランプ事業、住宅向け
LEDを成長市場と位置付け強化。
新本社に技術、物流センターを備え付け
競争力を強化。生産投資も本格化。

101

72 77 86
97 98

110
120

16%

7%
8%

15%

20%

16%
18%

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24 FY26 FY29

照明機器事業

売上高

営業利益率

投資強化・事業成長

蛍光灯生産終了

製販両軸での改革に成功

原材料コスト高を機に新たな価格体系の浸透に成功。
マーケティングの強化施策も結実。

生産集約や自動化も進展し、収益率底上げ。

成長領域 収益の柱へと成長

• UVランプ

・半導体市場の拡大に乗るととも
に、シェア拡大に注力

・蛍光灯の生産終了を見据えた
生産集約化に合わせてUVランプ
の生産体制を整備、収益力強化

キャッシュ創出
の維持向上

高付加価値戦略

• LED照明

・住宅市場への参入本格化

・蛍光灯からの置き換え需要確保

・営業推進グループの立ち上げに
より提案営業の組織的実装



財務戦略（損益計画）
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506 552 

677 

85 
105 

170 

97 

110 

120 

719 

800 

1,000 

49

80

1006.8%

10.0% 10.0%

FY2023 - FY2026 FY2029

国内塗料

海外塗料

照明機器

蛍光色材

その他

営業利益率

事業 施策 金額(FY26-FY23)

国内塗料
新規事業の強化・育成
既存事業の有機的成長

売上＋46億円
利益＋14億円

海外塗料
非日系顧客の取引拡大
中国事業の整理

売上＋19億円
利益＋ 5億円

照明機器
新規事業の強化・育成
既存事業の有機的成長

売上＋13億円
利益＋ 1億円

蛍光色材
・その他

現状の事業規模を維持し
つつ、収益性改善

売上+ 3億円
利益＋ 1億円

リソース
獲得

外部リソース獲得 利益＋10億円営業利益

売上高

NOPAT-ROE8%程度を確保

 事業成長を加速し、2026年度時点で売上高800億円、営業利益80億円を実現する。

(億円)
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キャッシュアロケーション方針

 営業キャッシュフロー（CF）による株主還元は年平均で倍増を念頭に置く。

 積極投資の財源として、手許の資産処分だけでなく借入を活用して資本効率の改善を図る。

営業CF

政策保有株式
の圧縮等

借入の
活用

成長投資
設備更新
(人的資本投資・DX)

株主還元

200億円＋α

(67億円＋α/年)

50億円＋α

(17億円+α/年)

FY26：DOE3%

営業CF

政策保有株式の
圧縮等

成長投資
設備更新

株主還元

110億円

(28億円/年)

30億円

(8億円/年)

20億円

120億円

(30億円/年)

社内外資産
の効率活用

2024-2026年度 3か年累計（計画）2020-2023年度 4か年累計（実績）

キャッシュイン キャッシュアウト キャッシュイン キャッシュアウト

150億円

(50億円/年)
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株主還元方針

 長期安定的な配当を目指し、株主還元指標にDOE：株主資本配当率を導入。
2026年度に3%到達とし、2029年度に5％到達を長期目標とする(2024年度計画：2.5%)。

 積極的な還元により、資本効率の改善を図る方針。

今後の株主還元方針従来の株主還元方針

 企業体質の強化、財務内容の健全性維持
に努めつつ、業績に応じた配当を安定的
に継続実施。
（具体的な指標水準の方針はなし）

 自己株式の取得は、市場環境や資本効率
等を勘案し、必要と判断した場合は、
適切な時期に実施。

 DOE：株主資本配当率 2026年度３％
2029年度５％

 自己株式の取得は、市場環境や資本効率
等を勘案し、必要と判断した場合は、
適切な時期に実施。（変更なし）

25 25 25 25 
35 40 

1.9% 1.9% 1.8% 1.7%
2.2%

2.5%
3.0%

5.0%

FY19 FY20 FY21 FY22 FY23 FY24e FY26計画 FY29目標

１株当たり配当金

DOE



17

PBR１倍以上の実現に向けて（ 2026中計との連動）

PBRの構成 PBR向上の施策 KPI

PBR
株価純資産倍率

PER
株価成長率

ROE
株価収益率

成長期待の

醸成

能動的な

株価形成

自己資本の

抑制

超過利潤の

創出
生産性の向上

（組織再編・DX）

DOE
2026年度 3%到達
2029年度 5%到達

自社株買い

積極的な配当

M&Aによる
事業基盤拡大

成長投資・
設備投資の積極化

各事業の
有機的な成長

NOPAT-ROE
安定的に8%程度

3年間累計 200億円＋α

6年間累計 400億円＋α

直接的な還元である

配当を重視

 安定配当を重視しつつ、自己資本の蓄積を踏まえ上昇感のある株主還元を行う。

 本業での利益成長にこだわりつつ、積極投資により脱・自前でこれまでにない成長を追求する。




